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日本政府に核兵器禁止条約の参加・調印・批准を求める意見書

上記議案を別紙のとおり，大崎市議会会議規則第１４条第１項の規定により提

出いたします。
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日本政府に核兵器禁止条約の参加・調印・批准を求める意見書

広島と長崎にアメリカの原子爆弾が投下されてから７２年を経た２０１７年

７月７日，歴史的な核兵器禁止条約が採択された。同年９月２０日には，同条約

への調印・批准・参加が開始され，２０２１年１月２２日に発効した。現在同条

約に調印・批准・参加した国は９９か国・地域に広がっている。

核兵器禁止条約は，核兵器について破滅的な結末をもたらす非人道的な兵器

であり，国連憲章，国際法，国際人道法，国際人権法に反するものであるとして

いる。

条約は，核兵器に関わるあらゆる活動，開発，実験，製造，取得，保有，貯蔵，

使用，使用の威嚇に至るまで禁止しており，被爆者や核実験被害者への援助を行

う責任も明記している。

大崎市は，平成２２年（２０１０年）３月３１日に「平和希求のまち大崎市宣

言」を制定し，８月１５日の終戦記念日には「平和のつどい」を開催している。

また，２０２４年１２月１０日には，日本原水爆被害者団体協議会（日本被団協）

がノーベル平和賞を受賞しており，被爆者の皆さんが自らの体験，証言を通して

核兵器の使用をタブーとする世界的な規範の成立に貢献したとノーベル委員会

はたたえている。

核兵器禁止条約は，被爆者とともに私たち日本国民が長年にわたり熱望して

きた核兵器完全廃絶につながる画期的なものであり，広島，長崎の原爆被害を唯

一経験した日本政府は，核兵器の使用を許さず，核兵器を全面的に禁止させる先

頭に立たなければならない。

よって，日本政府には，速やかに核兵器禁止条約に署名し，国会で批准するこ

とを強く求める。

上記のとおり，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和 年 月 日

宮城県大崎市議会議長 佐 藤 弘 樹

内 閣 総 理 大 臣

宛て衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長


